
　１．はじめに

　我が国の制度としての自治体の救急業務は、戦後

に成立した「消防組織法」（昭和２２年公布）を根拠と

する自治体消防制度の枠の中に位置づけられている。

実際に法律に規定されたのは、昭和３８年に「消防法」

（昭和２３年公布）が改正された時のことである。市町

村は「消防組織法」第六条でその区域の消防責任を

負うことになっているが、救急については、「消防

法」第三十五条の五をもって政令で定める市町村で

は義務化されている（Table 1）。

　平成１０年４月１日現在、全国で３，１５０の自治体

（６７０市、１，９６２町、５１８村）が救急業務を実施してい

て、その割合は９９．８％、人口カバー率は９７．４％に達

している（Fig.1）。なお、そのうちの２３町村（１１町、

１２村）は、政令で指定されていないために任意実施

となっている。救急業務が義務化された市町村とは、

「消防組織法」第十条でいう政令で定められた市町村、

つまり消防本部および消防署を置かなければならな

い市町村のことである（Table 1）。そうした市町村

は、条例で定めた数の消防職員を置かなければなら

ず、その職員の一部が救急業務を担当することにな

る。

　救急業務は、「消防法施行令」第四十四条で救急

隊を編成して行うことになっており（Table 1）、平

成１０年４月１日現在、全国で４，５１５隊が設置されて
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　我が国の自治体消防組織としての救急救命士制度は、厚生大臣免許による国家資格の医

療関連職種として発足後８年目を迎えた。消防関連の救急救命士養成施設は全国に９ヵ

所設置され、毎年１，４００名ほど増えてはいるが、全国の救急隊に少なくとも常時１名を配

置するという政策目標の達成には、まだ１０年以上かかる見込みである。さらに問題なのは、

救急救命士制度を導入した効果というのがはっきり現れていないことである。国民の期待

に応えるためには数よりも質の向上が重要になってくると予想される。

Training and Activities of Emergency Life-Saving Technicians  
 (Japanese Paramedics)
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　Seven yeas have past since the Emergency Life-Saving Technician (ELST:Japanese 
Paramedic) to be licensed by the Minister of Health and Welfare was institutionalized 
in the systems of the fire departments of municipalities.  Nine training schools to grade 
Emergency Medical Technicians up to  ELSTs  are making an addition of approxi-
mately 1,400 ELSTs on the staffs of the fire departments every year.  But, it will take 
still more than ten years to reach the minimum goal of  “one ELST in every Emergency 
Medical Squad”.  Furthermore, another problem is that the policy of introduction of the 
ELST has not achieved a brilliant success yet.  It is expected that more emphasis will 
be placed on the improvement of traing rather than the enlargement in number. 
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いる。

　１－１　救急隊員とその教育

　消防職員が一旦消防吏員として市町村消防本部に

採用されると、全員が都道府県または指定都市が設

置した消防学校において、６ヵ月に及ぶ「初任教育」

（９００時間）を受けなければならない。しかし、救急

関係はわずか２０時間である。したがって、自治省消

防庁が定めている「救急隊員の行う応急処置等の基

準」をマスターするためには、消防学校における「専

科教育」としての救急科、もしくは市町村長が実施

する救急科講習で、１３５時間の課程を修了しなけれ

ばならなかった。ところが、救急ニーズの高まりに

応えるために救急隊員が行う応急処置を拡大する必

要に迫られていたことや、平成３年に救急救命士法

が公布されたのに伴い、「専科教育」として救急標

準課程（２５０時間）、もしくは、既に救急科（１３５時間）

を修了している者については追加教育として救急Ⅱ

課程（１１５時間）を消防学校で受講後、より多様な

拡大応急処置が可能な救急隊員として活動している。

　一口に救急隊といっても各消防本部ごとに事情は

異なり、早いところでは消防職員となって数年で救

急隊員としているところもあるが、現行制度の中で

は救急業務はあくまでも消防業務の一環であるため、

実際問題としては、救急隊員といえども火災等の消

火活動にも従事させざるを得ない市町村がほとんど

であり、必ずしも救急業務は専門分化されていない。

平成１０年４月１日現在、全国の消防職員は１５１，７０３

人で、うち少なくとも救急科（現在の救急Ⅰ課程）

修了者は９２，８５４人（女性１９１人）で、全体の６１．２％

に及んでいる。このうち実際に救急隊として運用さ

れているのは５５，４１０人（女性８６人）で、専任の割合

は年々上昇しているが、全国平均で２６．３％と約４人

に１人の割合となっている。都道府県別にみてみる

と、５０％を越えているところはわずかに４都府県

（東京、神奈川、大阪、広島）しかない（Table 2）。

なかでも東京都は９７．９％と群を抜いている。一方、

救急隊の資格割合をみると、救急Ｉ課程修了のみと

いうのは３割以下に減少し、救急標準課程修了者が

多くなってきている一方、救急救命士も１割を越え

るようになった（Fig.2）。

　救急隊の編成等については、「消防法施行令」第

四十四条で規定されているように救急車の場合は３

人で隊を編成するところが多いが、救急隊の数は自

治省消防庁長官通知「救急業務実施基準について」

に基づいて市町村の人口によって決められる（Table 

1）。また、救急隊には隊長を置き、さらに救急救

命士の配置に努めねばならないことになっている。

　消防職員の数は市町村の人口規模に応じて異なる

が、一般には消防吏員となって初任教育を受けたあ

とに管下の消防署に配属され、消防士から消防総監

まで最大で十段階の階級世界に入ることになり、そ

の中で昇任試験等の関門をくぐって管理職・消防署

長等へのヒエラルヒーを昇って行くことになる。

　１－２　救急救命士とは何か

　救急救命士とは、救急救命士法（平成３年４月公

布）に基づいて国家試験に合格して厚生大臣の免許

を受け、救急救命士の名称を用いて医師の指示の下

に救急救命処置を行うことを業とする者をいう。こ

の場合の救急救命処置とは、その症状が著しく悪化

するおそれがあり、またはその生命が危険な状態に

ある傷病者（重度傷病者）が病院または診療所に搬

送されるまでの間に、当該重度傷病者に対して行わ

れる気道の確保、心拍の回復その他の処置であって、

当該重度傷病者の症状の著しい悪化を防止し、また

はその生命の危険を回避するために緊急に必要なも

のをいう。

　すなわち、救急救命士は、一般の救急隊員が行う
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Fig.1　救急業務の年次推移
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Fig.2   救急隊員の資格（平成１０年４月）
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Table 1　関連法規抜粋

消防組織法
第六条　　　　　（市町村の消防責任）
　　　　　　　　市町村は、当該市町村の区域における消防を十分に

果たすべき責任を有する。
第十条　　　　　（消防本部及び消防署の義務設置）
　　　　　　　　政令で定める市町村は、前条の規定にかかわらず、

消防本部及び消防署を置かなければならない。

消防法
第二条　　　　　（用語の定義）
　　　　　　　９救急業務とは、災害により生じた事故若しくは屋外

若しくは公衆の出入する場所において生じた事故
（以下この項において「災害による事故等」という）
又は政令で定める場合における災害による事故等に
準ずる事故その他の理由で政令で定めるものによる
傷病者のうち、医療機関その他の場所へ緊急に搬送
する必要があるものを、救急隊によって、医療機関
（厚生省令で定める医療機関をいう）その他の場所
に搬送すること（傷病者が医師の管理下に置かれる
までの間において、緊急やむを得ないものとして、
応急の手当てを行うことを含む）をいう。

第三十五条の五　（市町村の救急業務）
　　　　　　　　政令で定める市町村は、救急業務を行わなければな

らない。

消防法施行令
第四十三条　　　（救急業務を行わなければならない市町村）
　　　　　　　　法三十五条の五の政令で定める市町村は、消防組織

法第十条の規定に基づき、消防本部及び消防署を置
かなければならない市町村とする。

第四十四条　　　（救急隊の編成及び装備の基準）
　　　　　　　　救急隊は、救急自動車一台及び救急隊員三人以上を

もって、又は回転翼航空機一機及び救急隊員二人以
上をもって編成しなければならない。

　　　　　　　２前項の救急自動車及び回転翼航空機には、傷病者を
搬送するに適した設備をするとともに、救急業務を
実施するために必要な器具及び材料を備え付けなけ
ればならない。

　　　　　　　３第一項の救急隊員は、次の各号のいずれかに該当す
る消防職員をもって充てるようにしなければならな
い。

　　　　　　　　一　救急業務に関する講習で自治省令で定めるもの
の課程を修了した者

　　　　　　　　二　救急業務に関し前号に掲げる者と同等以上の学
識経験を有する者として自治省令で定める者

救急業務実施基準
第三条　　　　　（救急隊の数）
　　　　　　　　令四十三条の規定に該当する市町村に置く救急隊の

数は、原則として次の各号によるものとする。
　　　　　　　　一　人口十五万以下の市町村にあっては、おおむね

人口五万ごとに一とする。
　　　　　　　　二　人口十五万をこえる市町村にあっては、三に人

口十五万をこえる人口について、おおむね人口七万
ごとに一を加えた数とする。

第五条　　　　　（救急隊長）
　　　　　　　　救急隊員のうちの一人は、救急隊長とする。
第六条　　　　　（救急隊の編成）
　　　　　　　　消防長は、救急救命士の資格を有する隊員及び救急

隊員の行う応急処置等の基準第五条第二項に規定す
る隊員をもって救急隊を編成するようつとめるもの
とする。

救急隊員の行う応急処置等の基準
第五条　　　　　（観察等）
　　　　　　　　救急隊員は、応急処置を行う前に、傷病者の症状に

応じて、次の表の上欄に掲げる事項について下欄
（省略）に掲げるところに従い傷病者の観察等を行
うものとする。（一）顔貌、（二）意識の状態、

（三）出血、（四）脈拍の状態、（五）呼吸の状態、
（六）皮膚の状態、（七）四肢の変形や運動の状態、（八）
周囲の状況

　　　　　　　２消防庁長官、都道府県知事、市町村長又は消防庁長
官が定める者が行う救急業務に関する講習の課程で、
消防学校の教育訓練の基準別表第二４�もしくは�
に掲げるもの又はこれと同等以上と認められる講習
の課程を修了した救急隊員は、前項に掲げるものの
ほか、応急処置を行う前に、傷病者の症状に応じて、
次の表の上欄に掲げる事項について下欄（省略）に
掲げるところに従い傷病者の観察等を行うものとす
る。（一）血圧の状態、（二）心音及び呼吸音等の
状態、（三）血中酸素飽和度の状態、（四）心電図

救急救命士法
第三十四条　　　（受験資格）
　　　　　　　　一　学校教育法第五十六条の規定により大学に入学

することができる者で、文部大臣が指定した学校又
は厚生大臣が指定した救急救命士養成所において、
二年以上救急救命士として必要な知識及び技能を修
得したもの

　　　　　　　　二　学校教育法に基づく大学又は厚生省令で定める
学校、文教研修施設若しくは養成所において一年
（高等専門学校にあっては、四年）以上修業し、か
つ、厚生大臣の指定する科目を修めたもので、文部
大臣が指定した学校又は厚生大臣が指定した救急救
命士養成所において、一年以上救急救命士として必
要な知識及び技能を修得したもの

　　　　　　　　三　学校教育法に基づく大学（短期大学を除く）又
は旧大学令に基づく大学において厚生大臣の指定す
る科目を修めて卒業したもの

　　　　　　　　四　消防法第二条第九項に規定する救急業務に関す
る講習で厚生省令で定めるものの課程を修了し、及
び厚生省令で定める期間以上救急業務に従事した者
（学校教育法第五十六条の規定により大学に入学す
ることができるものに限る）であって、文部大臣が
指定した学校又は厚生大臣が指定した救急救命士養
成所において、一年（当該学校又は救急救命士養成
所のうち厚生省令で定めるものにあっては、六月）
以上救急救命士として必要な知識及び技能を修得し
たもの

　　　　　　　　五　外国の救急救命処置に関する学校若しくは養成
所を卒業し、又は外国で救急救命士に係る厚生大臣
の免許に相当する免許を受けた者で、厚生大臣が前
各号に掲げる者と同等以上の知識及び技術を有する
と認定したもの

第四十四条　　　（特定行為等の制限）
　　　　　　　　救急救命士は、医師の具体的な指示がなければ、厚

生省令で定める救急救命処置を行ってはならない。
　　　　　　　２救急救命士は、救急用自動車その他の重度傷病者を

搬送するためのものであって厚生省令で定めるもの
以外の場所においてその業務を行ってはならない。
ただし、病院又は診療所への搬送のため重度傷病者
を救急用自動車等に乗せるまでの間において救急救
命処置を行うことが必要と認められる場合は、この
限りでない。

救急救命士法施行規則（法第四十四条第一項の厚生省令で定める救急
救命処置）
　　　　　　　　法第四十四条第一項の厚生省令で定める救急救命処

置は、重度傷病者のうち心肺機能停止状態の患者に
対するものであって、次に掲げるものとする。

　　　　　　　　一　半自動式除細動器による除細動
　　　　　　　　二　厚生大臣の指定する薬剤を用いた静脈路確保の

ための輸液
　　　　　　　　三　厚生大臣の指定する器具による気道確保



応急処置および合計２５０時間の講習を修了した隊員

が行える拡大応急処置に加えて、医師から具体的指

示がある限りにおいて、救急救命士法第四十四条で

規定される３種類の特定行為（①半自動式除細動器

による除細動、②乳酸加リンゲル液を用いた静脈路

確保のための輸液、③食道閉鎖式エアウェイまたは

ラリンゲアルマスクによる気道確保）を行うことが

でき、医師の指示を受けるために必要な通信設備等

の備わった救急用自動車・航空機・船舶に同乗し、

医療機関へ搬送するまで診療の補助を行う医療専門

職ということになる。だからこそ、医師・看護婦・

臨床検査技師等と同様に、国家試験に合格して厚生

大臣の免許を受けなければならないことになってい

る。ただし、実際の救急隊においては消防職員とし

ての階級が優先されるために、救急救命士の国家資

格を取得したからといって必ずしも救急隊長になれ

るわけではなく、消防組織の人事・昇進に関する将

来の問題を孕んでいる。

　２．救急救命士の養成

　２－１　国家試験受験資格

　救急救命士の国家試験受験資格には法律上Table 
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Table 2　都道府県別救急体制（平成１０年４月１日現在）
救急自動車救急隊

都道府県 （高規格車割合：％）（高規格救急自動車）台数（専任割合：％）（兼任隊員）（専任隊員）隊員数（人）隊数
２９．４９２３１３１７．０３，２８０６７３３，９５３２８４北海道
１９．０１９１００２８．７８３７３３７１，１７４８８青森
３１．２２９９３１０．２９３４１０６１，０４０８１岩手
３９．２３１７９３３．５４７５２３９７１４６７宮城
１５．４１２７８１３．６６５３１０３７５６７１秋田
１９．４１２６２７．８６８３５８７４１５４山形
１１．０１３１１８６．８１，３２６９６１，４２２１０２福島
２８．５４３１５１１２．４１，６２９２３１１，８６０１３４茨城
２２．７２０８８２３．５７３４２２６９６０７７栃木
２３．０２３１００１５．２８９０１５９１，０４９８９群馬
４０．４９１２２５４３．４１，２２６９４０２，１６６２０６埼玉
２１．０４７２２４３９．９１，３９８９２７２，３２５１９１千葉
９７．２２４４２５１９７．９３８１，７８４１，８２２２００東京
６１．５１３９２２６７０．７５２０１，２５６１，７７６１７６神奈川
２２．３３１１３９１０．９１，５５７１９１１，７４８１２８新潟
４４．３２７６１１４．０５３９８８６２７５８富山
４９．０２５５１２０．６４２８１１１５３９４８石川
２４．１１３５４１０．２３９５４５４４０４７福井
１７．９１０５６１７．２４４８９３５４１５１山梨
２５．０３４１３６１０．７１，４４２１７２１，６１４１１３長野
２７．４３１１１３９．８１，４４１１５６１，５９７１０５岐阜
２８．９３９１３５２６．５１，０６９３８５１，４５４１１９静岡
５２．６１１０２０９２９．４１，８１３７５５２，５６８１９５愛知
２２．０２２１００３．１１，６３６５２１，６８８９０三重
３６．１２２６１１３．６６０１９５６９６５５滋賀
３６．５３５９６２９．８８４９３６０１，２０９７９京都
６２．４１４１２２６５６．６８１６１，０６５１，８８１１７７大阪
５４．２９７１７９３９．１１，１３１７２７１，８５８１６２兵庫
２１．７１５６９１０．８９１５１１１１，０２６６０奈良
２９．４２０６８１８．５６２３１４１７６４５５和歌山
２１．９７３２１０．２４２１４８４６９３０鳥取
１２．９９７０８．４６５７６０７１７６３島根
１６．３１７１０４４．０１，５８１６６１，６４７９３岡山
３３．８５０１４８５０．１４６７４６９９３６１１３広島
２０．８１６７７１１．９７８８１０６８９４６９山口
１７．０８４７１３．９３９７６４４６１４０徳島
４４．７２１４７４０．５２５３１７２４２５４２香川
１７．５１４８０１８．８６９６１６１８５７６６愛媛
１９．３１１５７１３．７５２９８４６１３４８高知
３０．９４７１５２４５．２７５５６２３１，３７８１３５福岡
２４．０１２５０１３．９５４５８８６３３４４佐賀
１１．０９８２１６．３５５８１０９６６７７０長崎
１６．５１８１０９３０．０６０１２５８８５９８９熊本
１１．３７６２３０．１３９４１７０５６４５７大分
５６．４２２３９３１．４３０３１３９４４２３６宮崎
７．６９１１８１８．９８６２２０１１，０６３１００鹿児島
９．７６６２６．９７２３５４７７７５８沖縄
３４．１１，７７０５，１９７２６．３４０，８５６１４，５５４５５，４１０４，５１５全　国



1のように五つの経路が考えられるが、目下のとこ

ろ救急救命士養成施設としては次の三種類の施設が

存在する（Table 3）。

１）民間の養成施設

　救急救命士法第三十四条第一項により、高等学校

卒業後、民間の救急救命士養成施設（文部大臣また

は厚生大臣の指定）にて２年以上の教育を受けると

受験資格を得ることができる。この場合の教育時間

は２，０００時間以上となり、厚生省所管の医療関係職

種としては高卒の准看護婦に匹敵する。平成１１年４

月１日現在、こうした民間施設は全国に７施設あり、

入学定員は３７０名となっている。

２）防衛庁関連施設

　救急救命士法第三十四条第二項について実際に適

用があるのは、防衛庁所管の自衛隊病院に設置され

た准看護婦養成所で１年以上修業した自衛官が、さ

らにもう１年間に１，８００時間以上の所定の教育を受

けた場合である。現在、自衛隊の救急救命士養成所

は陸海空に各１ヵ所ずつあり、定員は全部で６５名で

ある。

３）消防関連施設

　救急救命士法第三十四条第四項で規定される養成

所の対象は、現に救急業務に従事している消防職員

に限定されていて、修業年限は６ ヵ月以上、教育時

間は８３５時間以上である。つまり、市町村の消防職

員として採用された以降、消防学校の「専科教育」

救急科の課程（合計２５０時間）を終了し、かつ救急

業務に５年以上または２，０００時間以上従事した救急

隊員を対象としている。したがって、第四項関連施

Ｊａｎ.，２０００ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．２５，Ｎｏ．２ （　）４７
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Table 3　救急救命士養成施設

定員
（人）

課程
（年）民 間

８０３北海道ハイテクノロジー専門学校　救急救命士学科
４０２湘央生命科学技術専門学校　救急救命学科
４０２熊本総合医療福祉学院　救急救命学科
４０２東海医療工学専門学校　救急救命科
５０２神戸医療福祉専門学校　三田校　救急救命士科
８０２国際医療福祉専門学校　救急救命学科
４０３新潟医療技術専門学校　救急救命士科

定員
（人）

課程
（年）防 衛 庁 関 連

２５１陸上自衛隊衛生学校　救急救命士課程
２０１自衛隊横須賀病院　救急救命士養成所
２０１自衛隊岐阜病院　救急救命士養成所

定員
（人）

課程
（月）消 防 関 連

３０６札幌市消防局救急救命士養成所
５０

（１００）
６

（年２期制）東京消防庁消防学校　救急救命士養成課程

３００
（６００）

６
（年２期制）救急救命東京研修所

４０６横浜市消防学校　救急救命士養成課程
３０６名古屋市救急救命士養成所
３５６京都市消防学校　救急救命士養成課程
３０６大阪府立消防学校　救急救命士養成課程
５０６大阪市消防学校　救急救命士養成課程
４２
（８４）

６
（年２期制）神戸市救急救命士養成所

４０６広島市消防局救急救命士養成所
２００
（４００）

６
（年２期制）救急救命九州研修所

Table 4　消防関連養成所のカリキュラム

時間数
科　　目

合計実習講義
４４医学概論

基
礎
医
学
科
目

７７解剖学・生理学
８８薬理学
８８病理学
８８臨床検査
８８生化学
３３微生物学
２２法医学
６６放射線医学
７７看護学概論
８８公衆衛生学
３３社会保障・社会福祉
２２患者搬送
３２３２観察

臨床救
急医学
総論

臨
床
救
急
医
学
科
目

３３検査
３０３０処置各論
２２救急医療
３０３０呼吸器

臓
器
器
官
別

臨
床
救
急
医
学
各
論

３０３０心臓・血管
１５１５神経
１５１５消化器
１５１５肝臓・胆道・膵臓・脾臓
１０１０内分泌器官・代謝器官
１０１０泌尿生殖器
５５血液・体液
１０１０運動器
１０１０顔面・頸部
５０５０心肺停止

病
態
別

１０１０ショック・循環不全
１０１０意識障害
１０１０出血
３５３５一般外傷
１０１０頭部・頸椎損傷
２２熱傷・電撃傷
２２中毒
１０１０痙攣・脳圧亢進
２２溺水
２２気道異物・消化管異物
５５代謝異常・電解質異常・体温異常
５５感染症・免疫不全
５５急性腹症
５５アレルギー
３３化学損傷等
２５２５小児・新生児疾患

特
殊
病
態

１５１５高齢者疾患
１０１０産婦人科疾患・周産期疾患
１３１３精神障害
１５１５創傷等

シミュレーション
臨床実習 ３００３００病院内実習

救急自動車同乗実習
８３５３００５３５合　　計



設は全て自治体の消防関連養成所か、もしくは都道

府県が出資して設立された�救急振興財団が設置す

る救急救命士養成所である。現在自治体消防関連は

９施設で年間養成定員４３９名、�救急振興財団は２

施設で年間養成定員１，０００名、合計で１，４３９名の現職

救急隊員が毎年受験資格を取得できることになって

いる。

４）その他

　受験資格の特例（救急救命士法附則第二条）とし

て、救急救命士法の施行時点（平成３年８月１５日）で

看護婦免許を有する者、もしくは文部大臣が指定し

た学校または厚生大臣の指定した看護婦養成所（高

卒対象の３年制教育）等で修業中であって、法の施

行後に修得を終えた者に対して、受験資格が与えら

れている。

　２－２　救急救命士養成所の教育

　消防関連養成所のカリキュラム（８３５時間以上）

の内訳は、講義が５３５時間以上、シミュレーション

が３００時間以上となっている（Table 4）。筆者の所

属する救急救命九州研修所では、医師８名、救急救

命士８名が教育に当たっているが、６ヵ月という教

育期間は長いようで実際には短い。経験的には、入

所予定者がその約１年前に各消防本部から内示を受

けた時から入所するまでに、「専科教育」の復習や

解剖学・生理学等の基礎科目をどれだけ事前に勉強

してくるかで、入所後の成績の伸びや合格率に大き

な差が出てくる。しかも�救急振興財団の施設の場

合、全国から消防職員を集めている関係で全寮制を

布いているため、課外での寮生活を含めた心身両面

からの健康管理にも気を配りつつ快適な研修環境を

提供するよう努めているが、定期的な模擬テストや

日々の小テストに追われながら、研修生はまさに大

学受験生さながらの生活を強いられているのが実情

である。

　消防関連養成所の場合、現職の地方公務員が給

与・身分を保証されつつ国家試験受験資格を取得す

るため、本人はもちろんながら派遣元の消防本部も

不合格という結果だけは何としても避けたいという

のが本音である。ただ、教育を提供する側からいえ

ば、若くて優秀な人材を集めたいのはやまやまであ

るが、入所者の選考は都道府県が行っており、その

平均年齢は若干低くはなりつつも３６．１歳である

（Table 5）。消防本部の人事のやりくり上、救急救

命士となっても６０歳の定年まで活動期間が残り１０年

もないという救急隊員まで送り込まれているのが現

状で、全国の消防本部における救急救命士の充足率

が十分高くなるまでは暫く続く現象と考えられる。

　２－３　国家試験合格率

　国家試験は毎年春と秋の２回行われ、受験者全体

の平均合格率は７２．５％であるが、消防関連養成所で

は９７．７％と非常に高い合格率を誇っている（Table 

6）。しかし、なかには数回受験しても合格せず、九

州研修所の場合でも結局受験を諦めた消防職員が若

干ながら存在する。

　３．救急救命士の活動

　３－１　救急救命士の配属状況

　消防機関の救急救命士有資格者は、Table 7で分

かるように毎年約１，４００名くらいずつ増加している

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．２５，Ｎｏ．２ 平成１２年１月（　）４８
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Table 5　九州研修所研修生の年齢構成等　　　　　　（人）
１，８１０入所者

１，６０５（第９期は研修中）卒業生
割合（％）人数構成

０．３５５０歳台

年齢

２６．６４８２４０歳台
６２．２１，１２６３０歳台
１０．９１９７２０歳台

５１歳最年長
２３歳最年少
３６．１歳平均年齢

００司令

階級
１０．３１８６司令補
５７．６１，０４２士長
２０．８３７７副士長
１１．３２０５消防士
３７．５６７９救急隊長

役職 ６０．４１，０９４救急隊員
２３７その他

２１．７３９２大学
学歴 １．８３３短大高専

７６．５１，３８５高校

（％）Table 6　国家試験合格率の推移

防衛庁関連民間施設看護婦等消防関連全体
７１．６９９．４７３．９第１回
６２．８９８．０７１．１　２回
７０．５９８．７７４．３　３回
６７．３９８．０７２．２　４回

８２．５５２．３９６．０６７．０　５回
２７．３４０．１９６．３５６．４　６回

９２．０７９．５４２．２９６．９６７．１　７回
０．０１８．８３８．８９７．３６６．３　８回
９７．２８４．４４５．９９７．１７６．７　９回
０．０４１．２４２．６９６．７６９．８　１０回

１００．０９１．２４０．８９８．９７８．７　１１回
０．０２０．０４５．７９６．５７５．２　１２回
９７．５９３．９４８．６９８．９８２．１　１３回
０．０１１．１２９．６９７．９７５．７　１４回
８７．０６０．０３４．５９８．４７７．５　１５回
９３．３７６．６５７．３９７．７７２．５平均



が、救急隊への配属割合が８４．６％であるように必ず

しも全員が救急業務に就いているわけではない。ま

た救急隊も年 ３々０～６０隊ずつ増えているため、救急

救命士を配属している救急隊の割合は全国ベースで

年５～６％程度しか増加せず、平成１０年７月１日現

在でもまだ３７．２％に留まっている。消防本部につい

てみた場合は配属割合が７２．４％と低く、今後全ての

消防本部が救急救命士を配属するようになり、さら

に各救急隊に少なくとも１人の救急救命士を常時配

置するという政策目標の実現には、まだ１０年以上は

かかる見込みである。なお、救急隊員のうちで女性

の救急救命士は、平成１０年７月１日現在で２４名に留

まっているが、前年より１５名増加している。

　３－２　高規格救急車の配備状況

　救急救命士が特定行為などを行うために必要な高

規格救急車の配備状況は、消防機関の全救急車の

３４．１％と約３台に１台の割合となっている（Table 

2）。都道府県レベルで全救急車の半数以上が高規

格化されているところはまだ６都府県（東京、大阪、

神奈川、宮崎、兵庫、愛知）しかない状況である。

なお、平成１０年３月に消防法施行令第四十四条が改

正され、ヘリコプターを使用する救急隊の編成およ

び装備の基準が示されている。

　３－３　活動状況

　救急救命士に的を絞った活動を浮かび上がらせる

ことは、統計データが限られているために非常に困

難である。したがって、救急隊としての搬送実績を

示すと、内容的には急病と交通事故で約４分の３を

占めており、しかも急病の割合は毎年増加の傾向に

ある（Table 8）。ただ、救急隊員１人当たり、およ

び消防学校の「専科教育」救急科の課程（合計２５０

時間）を修了した隊員（救急救命士を含む）１人当

たりの当該処置件数は伸びているが、救急救命士に

限定されている特定行為３点については、実績はむ

しろ減少傾向にある（Table 9）。このことは、実際

の救急現場ではまだ救急救命士が十分生かされてい

ないことを示唆している。

　なお、そもそもの救急隊の役目である搬送につい

ては、平成９年の場合、救急事故の覚知から現場到

着までの平均所要時間は６．１分、救急事故の覚知か

ら医療機関に収容するまでの平均所要時間は２６．０分

である。つまり、救急隊が現場で事情聴取・応急処

置・病院等との連絡・搬送等を行っている応急処置・

搬送所要時間は１９．９分となる。この時間は過去３年

延長の傾向にあるが、事情聴取・搬送が年ごとに大

きく違うことは考えにくいため、拡大された応急処

置や特定行為を行うがために延長していることを示

唆している（Table 10）。

Ｊａｎ.，２０００ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．２５，Ｎｏ．２ （　）４９

救急救命士の養成と活動について １３３

Table 7　消防機関の救急救命士

消防本部救急隊救急救命士
救急救命士
配属本部割合
（％）

救急救命士
配属本部数

本部数
（４月１日現在）

救急救命士
配属隊割合
（％）

救急救命士
配属隊数

隊数
（４月１日現在）

救急隊
配属者割合
（％）

救急隊
配属者数
（人）

消防機関の
有資格者数
（人）

１５．９１４８９３１１１．５４９９４，３３１７６．１１，３６９１，７９８平成６年
２８．２２６３９３１１６．６７３０４，３８７８１．２２，２３２２，７４８　　７年
４６．５４３０９２５２３．９１，０５７４，４１６８０．２３，３３８４，１６４　　８年
６０．０５５４９２３２９．７１，３３３４，４８３８２．５４，５５６５，５２４　　９年
７２．４６６６９２０３７．２１，６７８４，５１５８４．６５，８５６６，９２０　　１０年

注）平成６年と７年は８月１日現在、平成８年以降は７月１日現在。

（人）Table 8　救急搬送実績（平成９年）

合計その他急病自損行為加害一般負傷運動競技労働災害交通事故水難自然水害火災区分
3，342，280310，8341，778，63228，64346，839389，97324，53146，523707，7062，3612555，983搬送人数
（100．0）（9．3）（53．2）（0．9）（1．4）（11．7）（0．7）（1．4）（21．2）（0．1）（0．0）（0．2）（割合％）

（人）Table 9　救急隊および救急救命士の応急処置実績

救急救命士救急科課程（２５０時間）修了隊員救急隊
同１人当たり
特定行為
処置人数

救急隊配
属救急救
命士数

特定行為
処置人数

同１人当たり
応急処置
人数

同隊員数拡大応急
処置人数

同１人当たり
応急処置
人数

同隊員数応急処置
人数

７．１１，３６９９，６８７不詳不詳１，３５１，６３１７１．４５２，３１５３，７３７，５１２平成６年

５．４２，２３２１１，９８５不詳不詳２，１２４，７０１９０．７５３，２７９４，８３４，４２２　　７年

４．８３，３３８１５，９９６１０６．３２８，２６６３，００３，３４１１１０．５５３，２５０５，８８２，８８３　　８年

４．８４，５５６２１，６６０１１５．７３４，６８６４，０１４，７０６１２７．８５４，７４３６，９９８，１９９　　９年



　３－４　活動の評価

　自治省消防庁発行の平成１０年版「救急・救助の現

況」によると、心肺停止が目撃された傷病者の１ヵ

月後の生存率を、救急救命士が処置した場合と救急

救命士資格を持たない一般の救急隊員が処置した場

合とで比較してみると、救急救命士が処置した場合

の救命率は５．７％なのに、一般救急隊員が処置した

場合は３．９％で１．８倍も高く、したがって救急救命士

を導入して効果があったとしているが、統計学的に

は有意差はない。救急救命士の活動をどのように評

価するかについては、家族など、現場に居合わせた

バイスタンダーによる応急手当のあるなしや、地域

の交通事情、救急医療機関の配置等の諸要因が絡む

ためなかなか難しい面が多いが、今後の救急救命処

置のあり方等を検討するための基礎資料を得る目的

で、�救急振興財団が平成９年から３年間かけて心

肺停止傷病者が社会復帰するまでの追跡調査を行っ

ており、その結果が注目される。

　４．今後の課題

　救急救命士制度は平成４年から施行されて８年目

を迎えているものの、実際の救急隊に配置されてい

る割合がわずかに３７．２％に留まっていること、医療

機関や国民の間にまだ十分浸透していないこと、さ

らには救急救命士を導入したのに必ずしも十分な成

果が上がってないことなどから、今年に入って厚生

省で「病院前救護体制のあり方」に関する検討会が

設置された。救急救命士が本来期待されている救急

救命処置能力を生かすためには、救急車が到着する

までの間、家族やバイスタンダーの応急手当が鍵を

握っているとも言えるため、国民の協力がどうして

も必要となる。それとともに、全国の救急隊に少な

くとも常時１名の救急救命士を配置するためには、

あと１０年以上はかかる見込みであることや、欧米諸

国には薬剤の投与を含めたより高度な医療処置を行

えるパラメディックのような制度があることに鑑み、

取りあえず数の充足を急ぐ一方で、救急救命士の質

の向上の面からも、教育内容・修業年数の再検討、

就業後の再教育、実習病院との連携、医師の指示の

保証、ならびに消防組織における救急隊職員の処遇

等、いろいろと改善すべき問題が残されている。

　５．まとめ

　救急救命士という制度は発足してからまだ１０年も

経たない揺籃期にあり、救急救命士の活動に関する

データが少ないこともあって、注目される効果とい

うのは期待されたほどは上がってない。しかしなが

ら、社会からの救急出場要請は年々増えるばかりで、

消防機関の救急救命士養成施設は、いわばフル稼働

で養成に当たっている。入所者は現職の救急隊員で

あるだけにモティベーションは高いが、筆者の所属

施設の教育担当者からは、もう少し教育時間や実習

時間を延長して実力を高めた方がよいのではないか

という意見をよく聞く。重要なのは、国民が納得の

いくプレホスピタルケアを提供できているのかどう

かなのであって、決して国家試験の合格率の高さな

どではないのである。数よりも質を優先しなければ

ならない時期が、遠からずやってくると思われる。
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（分）Table 10　救急出場所要時間（全国平均）

応急処置・搬送
所要時間（Ａ－Ｂ）

現場到着
所要時間（Ｂ）

収容
所要時間（Ａ）

１８．２６．０２４．２平成７年

１８．４６．０２４．４　　８年

１９．９６．１２６．０　　９年


